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京都環境ナノクラスターにおける地域の取組
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■ケータイや自動車（電装）など、多様な製品のキー

デバイスをグローバルに供給する部材・材料メーカー
の集積が京都の強み → ニッチグローバルで貢献

■第Ⅰ期クラスターの成果であるナノテクノロジー基盤

技術を京都の得意分野に集中投下し、環境ナノ部材

に特化して、①エネルギー分野と②資源分野で世界
トップ拠点の構築を目指す

■「戦略」と「プラットフォーム」の両輪で実用化を達成

京都産業の強みである高機能部材産業を高度集積させること

により、世界トップレベルの環境ナノクラスターの形成を目指す



実用化達成に向けた｢戦略｣と｢プラットフォーム｣の構築
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世界をリードする京都のエコ産業づくり
「環境ナノテク部材」の開発拠点化

プラットフォーム
（京都産業エコ推進機構）

支援会員（４0機関程度）
京都府、京都市、京都大学、京都工業会、
京都商工会議所、京都産業２１など

企業会員（100社程度）
オムロン、島津製作所、三菱自工、関西電力、
大阪ガスなどの大手企業や中小・ベンチャー企業

産学公の３つのセクターを
つなぎ、研究成果の中小企業
への普及促進、裾野拡大
→ エコ産業を創出

京都府・京都市クラスター形成戦略会議

政策目的の実現に向けた
戦略と支援を検討

京都府、京都市関係部局
オブザーバー 京都工業会、京都商工会議所

①研究推進・成果普及のための戦略構築

②多様な支援施策で事業化をサポート

①産学公連携によりデスバレーを埋める

②環境技術で京都がアジア・世界に貢献

③規制と環境技術は密接な関係があることから、
環境技術の普及に向けた政策提言を展開

環境ナノ技術の先端研究開発

環境先進モデルプロジェクト推進・エコマインド醸成
（環境モデル都市など）

行政自らがエコ製品を優先的に購入
（チャレンジバイ）

認定による環境技術の普及促進
（府条例、市Ａランク認定）

＜京都府＆京都市の連携支援＞

など



京都環境ナノクラスターの創成
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（シーズプール）
京都の大学集積等

（シーズプール）

関西文化学術
研究都市

京都市高度集積

地区等の戦略拠点

オムロン、ローム、京セラなど
世界企業の本社や
高度なものづくり技術を持つ
中小企業が集積

新事業の展開

新事業の展開

京都環境ナノセンター
（京都大学・吉田拠点）

京都環境ナノセンター
（けいはんな拠点）

京都・けいはんな学研都市地域、
そしてそれをつなぐ府南部地域
に世界をリードする
環境ナノ部材クラスターを形成

京都市エリア、学研都市エリアを
結び、その間に試作・研究開発・
生産拠点の集積を図る

「京都環境ナノセンター」の３つの
拠点に事業化・産業化を推進
○京都大学・吉田拠点
○京都大学・桂拠点
○けいはんな拠点（同志社大学微粒
子科学技術センター、けいはんな
新産業創出・交流センター）

桂イノベーションパーク

多様なエコ産業の創出

部材を通して
アジアを中心とした

世界の環境問題に貢献
京都環境ナノセンター

（京都大学・桂拠点）



第Ⅱ期事業の概要
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ナノテクノロジーをベースに新しい『環境ナノ部材』を開発し、京都地域の産業発展に資すると
ともに、「エネルギー・資源」等の21世紀の地球環境問題への対応手段を提供する。
その研究開発を通して『環境ナノ部材』関連産業を地域に集積させて経済活性化を図り、広域
化プログラムも有効に活用して世界トップレベルの『環境ナノ』拠点を形成する。

ナノテクノロジーをベースに新しい『環境ナノ部材』を開発し、京都地域の産業発展に資すると
ともに、「エネルギー・資源」等の21世紀の地球環境問題への対応手段を提供する。
その研究開発を通して『環境ナノ部材』関連産業を地域に集積させて経済活性化を図り、広域
化プログラムも有効に活用して世界トップレベルの『環境ナノ』拠点を形成する。

事業目的

目 標 項 目 目標数値

① 事業化での売上高 75億円

② 特許出願数（国際特許） 80件（20件）

③ 本事業からのベンチャー創出数 10社

④ KYO-NANO会の会員数 3,000名＊

⑤ 他事業への採択件数 50件

⑥ 環境ナノビジネスでのマッチング数 26件

間接的波及効果は除く

目標数値は平成24年度までの累積
但し＊印は平成24年度単年度数値

基本テーマ 環境ナノ

使用技術 ナノテクノロジー

開発分野 エネルギー、資源

事業化分野 部 材

最終目標 環境ナノの世界的拠点

クラスター名： 京都環境ナノクラスター
提 案 者： 京都府、京都市
地 域 名： 京都 および けいはんな学研地域
中核機関名： 財団法人 京都高度技術研究所
特 定 領 域： 環境、ナノテクノロジー
主な参画機関： 京都大学、京都工芸繊維大学、同志社大学、立命館大学、京都市産業技術研究所、

株式会社堀場製作所、オムロン株式会社 等

事業概要



第Ⅰ期開始後平成15年より企業進出
京都産学連携のコアに

地域における第Ⅰ期の成果と課題

３７の大学・短期大学
（全国市町村で第１位）

人口の１０％が学生・教員
（全国大都市で第１位）

オンリーワン科学者を生む
『大学のまち』京都

世界シェアＮｏ．１製品を産み出す

京都のオンリーワン部材企業

京セラ㈱ 温度補償型水晶発振器

ローム㈱ スイッチングダイオード

オムロン㈱ 小型液晶バックライト

㈱村田製作所 セラミックコンデンサ

㈱堀場製作所 排ガス測定装置

ＴＯＷＡ㈱ 半導体樹脂封止装置

クラスター本部

（財）京都高度技術研究所
本部長：堀場雅夫
事業総括：市原達朗・研究統括：松重和美
実施期間：2002年度～2007年度6年間
実施資金：2,578,425千円

研究テーマ数：２３(2007年分)
事業期間内参加機関数
参画大学･公的機関：４５機関 ３４５名
参画企業：２００社

第Ⅰ期の成果

第Ⅰ期の課題

桂イノベーションパーク

第Ⅰ期開始後平成15年より企業進出受入れ開始

桂イノベーションパーク進出企業数

●事業化が思ったように進まなかった
⇒ 事業化に対する本部のマネジメントが脆弱

●地域の目標と事業の目標の関係が明示できなかった
⇒ 地域ニーズと事業目標の整合性が不明確

他事業への採択件数：５３件(2007年分)
起業数：８社
受賞件数：海外 １３件 国内 ３３件
KYO-NANO会：１，５８０名
kyo-nanoひとくちメモ配信：２２３通

第Ⅰ期の地域への波及効果

5(平成20年4月現在)

京都大学進出企業数（ＶＢＬ・ローム記念館等）
共同研究企業 3

ベンチャー企業 13

京都工芸繊維大学進出企業数（ＶＢＬ等）
共同研究企業 10

ベンチャー企業 3

計 29

計 ６９社



地域ニーズに合った研究領域を抽出

エネルギー
（省エネ・新エネ）領域

資源
（産業資源・生活資源）領域

研究
テーマ

部材(素材･デバイス･センサ)

持
続
社
会

安
全
・安
心
社
会

の
実
現
（環
境
効
果
向
上
）

社会的関心の高い領域
(生活に不安を来たす）

地域産業が世界的に強い分野

地域の学が世界をリードする分野
電子･光、材料、高分子、微細加工

化石燃料枯渇･高騰
地球温暖化
情報化進展によるエネルギー供給の破綻

不安
要因

京都およびけいはんな学研地域が取組む分野

ナノテクをキーテクノロジーにナノテクをキーテクノロジーに
「環境ナノテク部材」の開発拠点を形成する「環境ナノテク部材」の開発拠点を形成する

《ニッケル》
京都府環境を守り育
てる条例及び京都市
公共下水道条例 に
より、排出基準2ppm
と設定。
国では要監視項目だ
が現在環境基準値
は設定されていない。
《ホウ素》
京都では元々1ppm
の規制値。国の水質
汚濁防止法の改正に
より 新たに10ppmの
規制値に設定される。

京都の先進事例
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環境悪化(水･大気)
金属資源枯渇
有害物質(鉛・薬物等)使用規制

不安
要因

電子部品・デバイス 精密機械

全 国 6.25％ 1.29％

京都市 9.11％ 10.19％

地域の産業構造の特色

企業のヒアリングに加え、経済団体等の意見に基づき、
事業化を明確にした研究テーマを客観的に選考

大企業は自身の国際競争力を高める他、
ベンチャー企業を育て、購入・支援を実施

＊17年工業統計調査：従業者4人以上

〔製造品出荷額等での割合〕

●ベンチャー・中小企業を中心にした部材産業の集積･強化
●世界水準の学の技術・知見を企業へ教育･普及
●第１期の成果「センシング」｢ナノ計測･分析｣を地域へ展開
●生活者不安解消の｢環境効果向上｣を商品化対象

研究
テーマ

研究
テーマ

研究
テーマ

研究
テーマ

研究
テーマ



実用化研究テーマの構成

副研究統括 平尾一之
（京都大学教授）

省電力デバイス
超高効率光技術

ｴﾈﾙｷﾞｰ変換用微粒子合成
ﾊﾞｲｵ燃料高効率生産ｼｽﾃﾑ

高機能金属材料
省資源代替材料

生活環境浄化技術の開発
環境調和型高分子材料

ポータブルモニタリングセンサ
環境評価センサ

事業総括 市原達朗

環境センサ分野
研究代表者

平尾一之
（京都大学教授）

省エネルギー分野
研究代表者

木本恒暢
（京都大学教授）

新エネルギー分野
研究代表者

稲葉 稔
(同志社大学教授)

生活資源分野
研究代表者

前 一廣
（京都大学教授）

産業資源分野
研究代表者

松原英一郎
（京都大学教授）
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京都環境ナノグローバル拠点化プロジェクト

広域化プログラム

広域・国際連携プログラムディレクタ

松重和美
（京都大学副学長）

関係府省連携関係府省連携資源領域資源領域エネルギー領域エネルギー領域

本 部 長 堀場雅夫

事業化プログラムディレクタ

加納剛太
（高知工科大学名誉教授）研究統括 西本清一

（京都大学教授）



第Ⅱ期事業のマネジメント体制

副研究統括

平尾一之

省エネルギー分野
研究代表者

木本恒暢

新エネルギー分野
研究代表者

稲葉 稔

本部会議本部会議

幹事会
（隔週開催）

幹事会
（隔週開催）

科学技術コーディネータ 大浦俊彦科学技術コーディネータ 大浦俊彦 科学技術コーディネータ 堀切忠彦科学技術コーディネータ 堀切忠彦

環境センサ分野
研究代表者

平尾一之

エネルギー領域エネルギー領域 関係府省連携関係府省連携

(財)京都高度技術研究所

理 事 長 高木壽一
専務理事 白須 正

企画推進委員会
（毎月開催）

事業化推進委員会事業化推進委員会

京都市

江川 博
産業観光局商
工部担当部長

京都府 ・

田中 準一
商工労働観光部

副部長

副事業総括副事業総括

府・市クラスター
形成戦略会議

事業化推進小委員会事業化推進小委員会

発明評価小委員会発明評価小委員会

PDCA評価による
四半期ごとの
進捗状況管理

広域国際化委員会広域国際化委員会

事業総括

市原達朗

研究統括

西本清一

研究領域進捗会議研究領域進捗会議
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評価委員会評価委員会

広域・国際連携プログラム

ディレクタ

松重和美

事業化プログラム

ディレクタ

加納剛太

科学技術コーディネータ

水谷 泰

科学技術コーディネータ

水谷 泰

人材育成・連携支援人材育成・連携支援

科学技術コーディネータ

今田 哲

科学技術コーディネータ

今田 哲

連携機関
京都商工会議所、(社)京都工業会、京都産学公連携機構、近畿経済産業局、京都府知的財産総合サポートセン
ター、(独)中小企業基盤整備機構、けいはんな新産業創出・交流センター、（財）京都市中小企業支援センター、
（財）京都産業２１、(独)JSTイノベーションプラザ京都、オクラスター推進共同体 、京都試作センター(株) 等

地域中小企業指導
公設試連携

地域中小企業指導
公設試連携

本 部 長

堀場雅夫

第１期
京都ナノテク事業創成
クラスターで創出された

ナノテク基盤技術

トップレベルの世界シェアを
誇る部材製品を創出

するオンリーワン企業＆
研究開発型中小企業

独創的な科学知と
実用化技術の科学基盤

を創出する
大学・研究機関

ものづくり都市＝京都
環境先進都市＝京都
に連携して取り組む
京都府と京都市

ナノテクノロジーを基盤としたナノテクノロジーを基盤とした
エネルギー・資源問題の課題解決に向けて産・学・公の力を集積エネルギー・資源問題の課題解決に向けて産・学・公の力を集積

生活資源分野
研究代表者

前 一廣

産業資源分野
研究代表者

松原英一郎

資源領域資源領域



事業化や広域・国際連携を強く意識して本部を設置

・副事業総括： 自治体から配置
・事業化プログラムディレクタ
・広域・国際連携プログラムディレクタ

・事業アドバイザ（産業クラスター計画、金融機関、VCから金融・資金担当など）配置

第Ⅱ期事業の実用化に向けたマネジメント
「出口」を意識したトータルマネージメント体制で事業化を達成

第Ⅱ期新設ポスト

第Ⅱ期事業化支援部分

公的資金の積極活用
計測・分析センター(京大)

微粒子科学技術研究センター
（同志社）

地
域
ク
ラ
ス
タ
ー

推
進
プ
ロ
グ
ラ
ム

関
係
機
関

関
係
府
省
・
地
域 ＜事業化促進ファンド＞

京都企業創造ファンド（京都府）、京都ベンチャー育成ファンド
京大ベンチャーファンド、同志社発ベンチャー育成ファンド

＜事業化促進ファンド＞
京都企業創造ファンド（京都府）、京都ベンチャー育成ファンド
京大ベンチャーファンド、同志社発ベンチャー育成ファンド

京都府中小企業技術センター
京都市産業技術研究所

＜共同研究、技術支援、技術普及＞

京都府中小企業技術センター
京都市産業技術研究所

＜共同研究、技術支援、技術普及＞

京都試作センター㈱
＜試作・商品化支援＞

京都試作センター㈱
＜試作・商品化支援＞

（財）京都産業２１
けいはんな新産業創出・交流センター
（財）京都市中小企業支援センター

（財）京都高度技術研究所
＜ベンチャー創出、販路開拓、人材育成＞

（財）京都産業２１
けいはんな新産業創出・交流センター
（財）京都市中小企業支援センター

（財）京都高度技術研究所
＜ベンチャー創出、販路開拓、人材育成＞

京都商工会議所
（社）京都工業会

京都産学公連携機構
ネオクラスター推進共同体

＜経営支援、人材育成、ﾈｯﾄﾜｰｸ形成＞

京都商工会議所
（社）京都工業会

京都産学公連携機構
ネオクラスター推進共同体

＜経営支援、人材育成、ﾈｯﾄﾜｰｸ形成＞

京都産業エコ推進機構
＜研究成果移転、エコ産業創出＞

京都産業エコ推進機構
＜研究成果移転、エコ産業創出＞
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大学の
シーズ
技術

経済的
価値

経済的
価値

社会的
価値

『知的クラスター』創成による京都地域産業の飛躍的発展

2005年 2010年2002年 2015年

第Ⅰ期知的クラスター創成事業

『京都ナノテク事業創成クラスター』

事業化検討期移行期

第Ⅱ期知的クラスター創成事業

『京都環境ナノクラスター』
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目
標
達
成
度

時間
2008年 2013年

京都地域の高機能部材産業を支えるナノテク技術の科学基盤を持続的強化

クラスタｰの知的基盤制度設計クラスタｰの知的基盤制度設計

ナノ基盤技術ナノ基盤技術

ナノプロセッシング技術ナノプロセッシング技術

ナノバイオ融合デバイス技術ナノバイオ融合デバイス技術

光・電子デバイス技術光・電子デバイス技術
中間
評価

基盤形成期

ﾃｰﾏ
再編

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

量産化
技術開発

製品化
技術開発

実用化
技術開発

広域・国際連携プログラム：世界的クラスター創成

生活環境浄化用ナノ粒子・ナノ構造制御材料技術

省資源型金属ナノ構造材料・代替材料創成技術

省エネルギー型エレクトロニクス・フォトニクス技術

新エネルギー生産用高性能触媒創成技術

関係府省連携プロジェクト：環境センサ三次元加工技術

環境センサ・コンソーシアム

超低損失
SiCMOSFET

水浄化処理システム

大気浄化空調機器

フォトニクス結晶
発光・受光素子

有機赤外線センサ(Pｂフリー)

窒化物成長基板

フォトニック技術フォトニック技術

ナノバイオ基盤技術ナノバイオ基盤技術

自然順応ナノ材料創成自然順応ナノ材料創成

薄膜・微粒子技術薄膜・微粒子技術

ナノ構造体表面加工・
解析装置開発

ナノ構造体表面加工・
解析装置開発

関係府省連携ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ関係府省連携ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

パートナー企業主導による
量産化技術開発

パートナー企業主導による
量産化技術開発

パートナー企業による
試作品製作支援

パートナー企業による
試作品製作支援

パートナー企業との連携
による実用化技術開発

パートナー企業との連携
による実用化技術開発

事業化展開期

Mg合金ナノ構造材料

ナノ金属粒子
微細実装技術

多色発光窒化物
半導体LED

京都地域のナノテクを基盤として
環境問題に対応可能な機能性部材

『環境ナノ部材』を事業化

京都地域のナノテクを基盤として
環境問題に対応可能な機能性部材

『環境ナノ部材』を事業化

超小型集積型光センサ Ni-Fe合金めっき

大気浄化触媒

燃料電池用
改質触媒

バイオ燃料化
製造試験機

超高効率
SiCインバータ

有機赤外線センサ(Pｂフリー)

超高効率照明

超軽量化自動車

バイオ燃料化
製造装置

安全性
評価

大学・研究機関による安全性試験大学・研究機関による安全性試験



○大学・企業からの共同研究例・事業
化例のセミナー開催や情報交流会に
よる産学連携の更なる推進

環境ナノ新興領域を担う人材育成プログラム

京都環境ナノクラスター
を担う人材育成

教育・啓発

課題解決
連携促進

技術力の底上げ

高度技術・知識修得
基本事業

○応用物理学会との共催による地域の青少
年・市民向けの実験体験型教室の開催

環境ナノテク教室環境ナノテク教室

○計測・分析センター等での最先端機器を活用した実習講座
・部材開発に欠かせない高度な計測・分析技術の修得

（装置講習：kyo-nanoスピンイン など）

計測分析セミナー・実習講座計測分析セミナー・実習講座

○中小・ベンチャー企業の若手研究者を対象とした研
究開発の基礎知識修得・応用能力向上

若手技術者育成再教育講座若手技術者育成再教育講座

○大学，公設試による中小企業の抱える共
通課題（後継者育成，技術伝承，研究投
資 など）の解決のための研修

共同研究教育共同研究教育

ＫＹＯ－ＮＡＮＯ会ＫＹＯ－ＮＡＮＯ会

自治体・大学・経済界等により、内容・対象者とも
幅広い人材育成プログラムを実施する

地域等の取組
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○イノベーションを創出し技術の成果を企業の利益に結実できる
よう人材を育成（MBAスクール形式）

ＭＯＴ人材育成（京都高度技術研究所）

（社）日本粉体工業技術協会との連携によるﾅﾉﾃｸ・微粒子
技術に関する技術者育成

○ものづくり人材の育成（人づくり・ものづくりいき
いきプラン）

○産学連携研究会（マイクロ・ナノ融合加工技術
研究会 等）

大学・業界での技術研究会

粉体技術者育成（微粒子科学技術研究センター事業）

○エコ学習（市内5年生全員約１万名が参加）
○環境リーダー創成事業（実践的技術修得）
○環境フェスティバル（各種の啓発事業）等

京エコロジーセンター事業

○大学院生に実用化研究の体験を積ませ専門領域に秀でる
とともに，多様な領域に対応できるフレキシブルな人材育成

○国内外の企業等へ派遣（博士後期課程学生：3ヶ月～1年）

大学院生研究型インターンシップ（京都大学）

京大桂ﾍﾞﾝﾁｬｰプラザ南館における高度微細加工機器を活用
した理論・技術指導による人材育成

微細加工技術の人材育成（京都市ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ事業）

科学技術市民理解増進事業
京都こどもモノづくり事業


